
≪ 障害者虐待防止法について ≫

〇 法の目的は？

〇「障害者虐待」の定義は？
（１）養護者による障害者虐待
（２）障害者福祉施設従事者等による障害者虐待
（３）使用者による障害者虐待
※就労継続支援A型の従事者による虐待は、（２）、（３）の
両方に該当

障がい者の権利利益の養護
養護者への支援



〇 どんな行為を虐待というのか？（第2条6～8）

（１） 身体的虐待
障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害
者の身体を拘束すること。

（２） 性的虐待
障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。

人目に付きにくい場所を選んで行われることや、本人や家族が人に知られたくない、二次被害への
恐れから告訴・告発、周囲への相談・通報に至らず、実態が潜在化しやすい。

【令和3年度～障害福祉サービス等報酬改定】
①記録の整備 ＋ ②研修の実施、③指針の作成、④身体拘束適正化委員会の開催
※不備があると、身体拘束廃止未実施減算の対象となる

【令和5年7月～「警報及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」施行】
「不同意性交等罪」、「不同意わいせつ罪」の適用要件が改正。心身の障がいがあることにより、
同意しない意思形成・表明・全うすることが困難な状態にさせ、又はその状態にあることに乗じ
て、性交等をした者は、5年以上の有期拘禁刑に処する。



〇 どんな行為を虐待というのか？（第2条6～8）

③ 心理的虐待
障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他の障害者に著し

い心理的外傷を与える言動を行うこと。

④ 放棄・放置（ネグレクト）
障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、当該障害者福祉施設に入所し、その他
当該障害者福祉施設を利用する他の障害者又は当該障害福祉サービス事業等に係るサービスの
提供を受ける他の障害者による前三号（身体的虐待、性的虐待、心理的虐待）に掲げる行為と同様
の行為の放置その他の障害者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。

⑤ 経済的虐待
障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得ること。

〇 どんな人であれ、これらの虐待行為をしてはならない
＝ 障害者に対する虐待の禁止（第3条）



〇 通報義務 （第7条養護者、16条障害者福祉施設従事者等、22条使用者）
障害者虐待を受けたと思われる障がい者を発見した者は、速やかにこれを市町村に

通報しなければならない。

・ 刑法の秘密漏示罪その他の守秘義務に関する法律の規定は、障害者虐待の通報を
妨げるものではありません。

・ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の通報等を行った従事者等は、通報等
をしたことを理由に、解雇その他不利益な取扱いを受けることはありません。

・ 通報することは、「虐待した職員を罰し、法人や施設に損害を与えること」ではありま
せん。
あなたの通報がきっかけで、利用者の被害が最小限に留められるかもしれません。
虐待した職員にもやり直しの道が残されるかもしれません。施設や法人の行政処分
や損害賠償請求に至らずに済むかもしれません。支援の質の向上につながる契機と
なるかもしれません。

那覇市障がい者虐待防止センター（障がい福祉課 相談グループ）
098-862-3275（平日日中） 098-867-0111（夜間・休日）



令和３年度「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に
基づく対応状況等に関する調査結果報告書

区分があがるにつれて増加





≪ 障害者差別解消法について ≫
〇 法の目的は？
・ 障害者基本法の差別の禁止を具体化するもの
・ 障がいのある方もない方も、互いにその人らしさを認め合いながら、
共生する社会の実現につなげること

〇 内容

行政機関等 事業者

不当な差別的取り扱い 禁止 禁止

合理的配慮の提供 義務 努力義務⇒義務
（令和6年4月より）

環境の整備 努力義務 努力義務



内閣府主催「改正障害者差別解消法に係る説明会」資料より

〇 事業所に求められること
（１）研修の開催
障がい者に対して適切に対応し、また障がい者等からの相談に的確に対応するために、法令や障がいに
関する理解を促進すること

（２）相談体制の整備
障がい者等から相談を受けたときに対応する相談窓口（担当者）を決めておく＝組織的に対応
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